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＜論壇要旨＞

管理会計における実務と研究の乖離が指摘されて久しいが， この乖離を解消へと向かわせる

ための新展開とはどのようなものであろうか．個別の事象を説明し予測することから，普遍的

な一般性を求める理論化を探究する過程で抽象化が進行する結果，理論と実務の乖離が生じて

しまうのであれば，実務に軸足を置きそこでの複雑な因果関係を解き明かしていく研究が求め

られるであろう・本論文では，管理会計研究の体系を考察するとともに，管理会計が企業価値

の向上に資する役割を担うために有効となる一つのモデルを提示する.管理会計研究の領域を，

（1）実践および応用研究の領域， （2）実証研究の領域， （3）理論研究の領域に分け， より

現実に近い仮定の上に理論を構築することと，仮説検証において説明力を高めて過誤の確率を

低くする頑健な方法を適用することの重要性を指摘する．また，実践および応用研究の事例と

して，管理会計が事業価値の向上を指向する投下資本税引後営業利益率(ROIC)を分解し，

KPIとして使用することを提案する．
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1．はじめに

管理会計という用語は主に2つ意味で使われてきた．一つには，組織における管理会計担当

者の実践する行為を意味する言葉として使われ，組織の経営管理者と従業員の意思決定と業績

管理に資する情報を提供する行為がその意味するところである.行為としての管理会計であり，

そこでは， どのような行為を行っているかという方法論や適用されているモデルが適切なもの

であるかが問われる．二つには，行為としての管理会計がなぜ行われるか， さらにその行為が

なぜかような結果をもたらしたか，を説明する理論の構築とそれに基づく予測という科学を意

味する用語である．第1義の管理会計と区別するならば，管理会計学あるいは管理会計研究と

称される世界である． これら2つの領域にまたがるものとして，科学の成果に依拠して，管理

会計担当者が実践する方法やモデルを構築するという応用の領域を第3領域に掲げることがで

きるかもしれない．

管理会計における実務と研究の乖離が指摘されて久しいが，近年においてその状況は解消さ

れたのであろうか．管理会計が適用されている組織における行動を掌握し，成果に係わる因果

関係を説明することを目指す研究はどのように進展してきたのであろうか．競争下におかれて

環境変化への適応が求められる組織の要請に応え，管理会計はその役割期待を果たしてきたの

であろうか．

管理会計は，会計における主要な領域として， これまで隣接科学の成果を取り入れて発展し

てきた．始まりは経済学であり，続いて経営学,OR,心理学，社会学，政治学といった領域

の成果が取り入れられ，それらに依拠しながら管理会計は発展してきた．そのため，管理会計

には独自の理論が乏しいのではないか，管理会計を他の領域から区別する境界が不明ではない

か， といった疑問が呈されることがある． しかし，営利を目的にする企業であれ，非営利の団

体であれ，その組織が存続と発展を目指すのであれば，組織にとって管理会計は不可欠な営み

であり，そこで行われる管理会計に係わる人間の行動を解明する研究は， 自らの領域のみなら

ず，隣接領域の研究の発展にも貢献するはずである1．

個別の事象を説明し予測することから，普遍的な一般性を求めて理論化を探究する科学的研

究を進める過程で抽象化が欠かせなくなり，管理会計における理論と実務の乖離が進行してき

たように思われる． しかも，そうした課題を解決することが期待される実務の研究が継続され

ないとすれば，乖離は広がる恐れさえある．実務の研究を継続することの重要性は認識される

としても，そうした研究にはかなりのエネルギーが必要になり，情報公開の壁にも直面する．

さらに，そうした研究の科学的水準を高める努力がなされなくなると，理論と実務の乖離は解

消へと向かうことは期待できなくなる．

本論文は，以上の問題意識を出発点とし， 「管理会計の新展開」への道筋は，管理会計におけ

る外延の拡充と内包の深化にあると考え，管理会計における理論と実践の乖離を狭める試みと

して，企業価値の向上に資する管理会計への考察を進め，管理会計研究のあり方について探究

することにする．
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2．管理会計の意義と研究

会計を他の学問領域と区別する固有さとは何であろうか．それは，組織における資源それ自

身とその費消に係わる測定，分析，評価そして報告ではないだろうか．財務会計では，利害関

係者の利害を調整して組織の活動成果と財政状態に関する情報を利害関係者に提供することを

その役割期待として，その目的のために測定と評価そして報告が行われる．組織の内部者の意

思決定と業績管理に役立つ情報の提供をその役割期待とする管理会計は，財務会計における利

害関係者の利害調整ということ制約から解放される代わりに，組織経営の目的に資するという

目的指向性が課されている．経営の目的として，近年は企業価値の創造あるいは向上を掲げる

企業が多数に上るようになり, SprinkleandWilliamson (2007)では，管理会計の目的を「希少

な資源の効果的そして効率的な使用を確実にすることによって企業価値を向上させること (p.

415)jであるとしている．

管理会計が経営目的に資することを前提とするならば，経営は常におかれている状況に応じ

て適応的に変化するばかりか，将来を予測して事前に備えることが求められることを管理会計

担当者は受け入れなければならない．換言するならば，管理会計も同様にそれに応えて，環境

と接する外延においては変革を常とせざるを得ないことになる．つまり，経営目的として企業

価値の創造（向上）を調うことになれば，その目的に役立つように管理会計は変革していくこ

とになる． したがって，管理会計における外延の拡充には適応力を高めることが求められる．

それに対して，内包の深化とは，すでに認められている管理会計の方法・モデル・システム

といったものが,妥当性と有効性を高めるようになることである.会計測定のことばで言えば，

写像が完全なものに近づいていくことである．研究の領域について言えば， より現実に近い仮

定の上に理論を構築することであり，仮説検証において説明力を高めて過誤の確率を低くし，

頑健な方法を適用することであろう．

このことをさらに敷術するために,以下の3つの領域に言及しながら考察することにしよう．

（1）実践および応用研究の領域

（2）実証研究の領域

（3）理論研究の領域

図1に示されるように， 3つの領域は相互に重なり合って存在し，活発に相互に依存しなが

ら影響し合うといった作用から全体系が構成されている．

まず第1に，管理会計は実際の組織経営の中で実践され，経営目的に有効でなければならな

いため,適用される方法･モデル･システム等を改善する活動領域が基盤として存在している．

管理会計担当者が係わる内部者と協働して実践されることが一般的であろうが，研究者がアク

ション・リサーチとしてあるいはコンサルタントとして共に携わることもあろう． もっぱら製

造業における応用から出発した管理会計であるが，経済の発展と共に非製造業での適用領域へ

と外延が拡充されてきた．

第2に，管理会計の科学的研究における特徴として，理論研究と実証研究が両輪となって進

められてきていることが指摘される．管理会計における理論研究は，隣接科学の成果を取り入

れながら，主に演緯的な論理展開から管理会計の行為を説明し予測することを意図している．
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図1 管理会計における実践と3つの研究領域の関係
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論理展開から導かれた結論は実際の応用に役立つフィードバックとなる場合もあれば，実際の

行為の妥当性を支持することになる場合もあろう．内部組織の経済学や情報の経済学に依拠し

たモデルを構築し，解析的に解を導出してそのインプリケーションを考察する研究が一例とし

て挙げられる． しかし，論理展開の前提が現実に管理会計担当者によって実践される状況から

かけ離れてしまいがちであるため，前提をいかに現実に近づけて論理展開が図られるかがまさ

に内包の淵この課題であろう，

第3に,現実と理論との乖離を縮小する役割を果たすのは実証研究であろう．現実の観測(デ

ータ）が理論研究あるいは応用研究から得られた理論あるいは仮説を支持している力否かにつ

いて，主に統計解析による仮説検証の形の実証研究が行われる． ここでは，解析（分析）方法

がどれほど妥当性を有するか，結果がどれほど頑健性を備えているか， といった点が内包の深

化にとって不可欠となろう．企業の開示する会計データを使用するアーカイバル研究や質問票

への回答を集計して分析するサーベイ研究などが挙げられるが，近年数多くの研究がこの領域

で行われてきた傾向は今後も続くように思われる．

BromwichandScapens (2016)は, 1980年代以降において英国の大規模企業が適用してきた

管理会計の主たるイノベーションについてそれらの普及の程度を，図2のように示している．

彼らの観察は日本企業においても妥当するところが多いように思われる．活動基準原価計算と

バランスト・スコアカードは実務に依拠して構築されてきたが，付加価値経営と振替価格は経
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済学とファイナンスの理論に基づいて実務に適用可能なレベルへと精繊化されてきたという点

で対照的である． しかし，両者は，共に実務からの乖離は低く，現在においても改善が進めら

れているという点で共通している，

図2 UKにおける方法の普及度（浸透度) 2
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ここで興味深いことは，理論に基づきながら英国で広く適用されている（経済的）付加価値

経営は，今や日本企業の中核的な経営となりつつあることである．バブル経済の崩壊と共に日

本的経営の見直しが始まり，多くの日本企業が株主重視の経営へと舵を切るようになった．次

節で言及するように，今や国を挙げて企業価値向上へと向かっているかのようにも思われる．
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3．企業価値をどのように捉えるか

3． 1株主価値重視とROE

近年における株主重視経営への流れは，上場制度の整備を図るとともに， より良い実務慣行

の定着･促進に努める東京証券取引所が,2012年度より上場会社の主体的な取組みを後押しす

ることを目的に，上場会社表彰制度を設けたことが後押ししているように思われる3． 「企業価

値向上表彰」の大賞を受けた企業はもちろんのこと， ノミネートされた企業も，それぞれの

HPにそのことを掲載してPRとして活用している．第5回(2016年度）企業価値向上表彰に

おいて大賞を受賞した花王株式会社は,EVA(経済的付加価値)を先駆的に導入し，これを様々

な経営のプロセスで活用することで持続的な価値創造を実現しているなど, ｢企業価値向上の経

営」を特に高いレベルで実践していることが評価されたのである4．

東京証券取引所の上場会社表彰選定委員会では，企業価値創造の源泉を，投資者（株主，債

権者等）の期待収益率，つまり資本コストを上回るリターンを獲得することにあると考え，選

定の判断尺度の一つとして,ROE(自己資本利益率）から自己資本コストを差し引いて計算さ

れる「エクイティ・スプレッド」の大きさを重視している．

(1)エクイティ・スプレッド=ROE一自己資本コスト

同様の主張は, ｢持続的成長への競争力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関係構築

～」プロジェクト （伊藤レポート）の最終報告書の中にも見いだされる5．

「企業の持続的成長は，長期的な視野を持つ投資家との協創の成果であり，それを評価する

重要な指標がROE等の資本利益率である．グローバル経営を推進するには，国際的に見て広

く認知されているROE等の経営指標を経営の中核的な目標に組み入れ，それにコミットした

経営を実行すべきである． この際，短期的な観点からROE等を捉えるのではなく，中長期的

なROEの向上が企業価値向上に向けた原資となり，それが様々なステイクホルダー価値を高

め，長期的な株主価値に結びつくという企業価値経営を実現することが肝要である.」

さらに， 「日本再興戦略改訂2014」においても， 日本企業の「稼ぐ力｣，すなわち中長期的な

収益性・生産性を高め，その果実を広く国民（家計）に均霧させるために，グローバル水準の

ROEの達成等が求められると記述されている6.

「まずは， コーポレートガバナンスの強化により，経営者のマインドを変革し，グローバル

水準のROEの達成等を一つの目安に，グローバル競争に打ち勝つ攻めの経営判断を後押しす

る仕組みを強化していくことが重要である.」

ROEの重要性は否定されるべくもないが,以下に指摘される問題点のあることを承知したう

えで使用することが肝要であろう．

1.GAAPに従って計算される損益と資産・負債に基づいているため，いわゆる会計的裁量行

動の影響を受けやすい．キャッシュや経済的実体に影響を与える行動も含めて，会計数値

に変更を加えることが可能である．

2．分子の当期純利益は営業（事業）活動と非営業（事業）活動による結果が区分されずに集

計された値を示しており，企業の継続的･持続的な成果を理解することを難しくしている．

3． 当期純利益は自己資本と負債を利用して調達した資産の運用によってあげられたもので
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あるが， 自己資本のコストは損益計算の費用に含まれていないし， 自己資本のすべてが時

価評価されてはいない．

4.ROE=ROA×財務レバレッジの式が示すように,ROAが市場利子率を上回っている場

合，財務レバレッジを高めればROEが高くなるため， リスクを考慮せずに経営業績の指

標としてROEを用いることには注意を要する．

こうした問題点が指摘されながらも,ROEを重視する経営が推奨されるのはなぜであろうか．

それは,損益計算の過程においてステイクホルダーの価値を部分的にではあるが考慮しており，

株主の立場から経営成績を表すのに適した指標であると理解されているからであろう． さらに

は,以下の算定式が示すように,ROEの分子である当期純利益はフリーキヤッシュフローを構

成する主要な要素であり，キャッシュフロー経営との結びつきが強いということもあろう．

営業キャッシュフロー＝当期純利益十減価償却費十（一)売上債権･棚卸資産の減少(増加）

十（－）仕入債務の増加（減少） （2）

営業フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー一設備投資額 （3）

以上の考察から,ROEは，伝統的に経営目的として掲げられ，株式市場での注目度も高く，

経営者および企業の業績評価として注視される数値であることを認めざるを得ない．

それでは,ROEを管理会計において指針として主眼となる経営指標であると考えて良いのだ

ろうか.まず第1に,ROEを企業価値向上の程度を測る最重要の経営指標とみなす考え方は，

企業価値の中核に株主価値を位置付けていることを意味している．企業価値が株主価値と負債

価値から構成されるとする考え方は，欧米の文献に多くみられる． これは，資本の提供者のサ

イドから企業価値を捉えた考え方である．そこでは，株主はリスクを負って企業に資金を提供

しており，経営者は株主から経営の責任を付託されているのであるから，企業の主権者は株主

であるとする． ミルトン・フリードマンは，会社に社会的責任があるとすれば，唯一それは利

益を最大化することであるとし，経営者の役割は，できるだけ多くの利益を上げ，その利益は

リスクを負って貴重な資金を投じてくれた株主に配当という形で還元することにある， と主張

する7．

フリードマンに同調する見解は，欧米の文献によく見られるところである．たとえば， 日本

においてもEⅦの普及を目指したスチュワート （1998）は，次のように述べている．

「日本の内外の多くの人々が， 日本企業や，幅広い利害関係者の広範なグループ（例：従業

員，消費者，供給者，債権者，株主など）を伝統的にもつ， 日本の独自のコーポレートガバナ

ンス･システムに対する,EVA(および株主価値の増大への集中）の適応性について疑問を投

げかけてきた.実は,EⅦのフレームワークは非常によく日本のシステムを補完するのである．

私たちのフレームワークが提示するのは，株主，すなわち列の最後に残った利害関係者のニー

ズを満たすことを目指すことによって，その過程で経営陣はすべての利害関係者の価値を最大

化できるであろう.｣ (p.4)

同様の考えは，マッキンゼー。アンド・カンパニー（2006）にも記されている8． しかし，

経営者が株主価値を最大化すれば，その他の利害関係者の価値も同時に最大化される， とする

上述の主張が妥当であるためには，以下の前提条件が成立しなければならない．すなわち，利

害関係者は自らの経済的価値の最大化を求め， 自由に行動することが可能であり，彼らの活動

に係わる市場は完全であり効率的である， という前提条件である． しかし，その他の利害関係

者が係わる市場は株主が係わる資本市場に比べれば完全性の程度は低く，利害関係者が契約を

9
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取り交わす状況はあらゆる可能性を考慮に入れて作成されるような完備性を有するようにはな

っていないのである．換言するならば，その他の利害関係者は株主ほど経済性の原理に基づい

て行動しているわけではないし，行動の制約を受けていることが実態なのではないだろうか．

しかし，欧米の中でも，株主価値のみを考える立場から企業の社会的責任の重要性とその意

義を考えて，上述の定義に修正を加える論者もいる． PorterandKramer (2011)は株主価値と

社会的価値との共有価値(sharedvalue)を企業の価値とし，その創造に努めるよう問題提起

している9．

3． 2従業員重視の考え方

資本の提供者ではなく，企業価値を実際に創造する活動に携わる企業の内部者（ヒト）こそ

主権者であるとする伊丹（1978）の唱える「人本主義」は，株主主権型経営の対極に位置付け

られる.働く従業員が企業の主権者であるべきだとする当初の考えは,バブル経済崩壊後に｢デ

ジタル人本主義」へと進化を遂げている．

「自分が主権者の一人だと思えばこそ，たんにそれぞれの年にもらう給料のもらい分を超え

て，企業活動にエネルギーを注ぐことになる．あるいは，働く人々はその企業の競争力の源泉

をつくっている人々である．彼らの知恵やエネルギーが技術の違い，サービスの違いをもたら

し，それが競争力となっている．株主には競争力の形成への直接的な貢献はない．だから，競

争力の源泉になっている「働く人々」が企業の主権をメインにもつのが適切なのである.」 （伊

丹2000, p.75)

従業員が主であり，株主は副である， という形の企業経営がもっとも企業の長期的な発展に

繋がりやすいという従業員主権経営の考えの下での資本効率重視を目指すことは，株主のため

でもあり， しかも働いている人々の長期的将来のためでもある， と考えれば，伊丹（2000）に

共感する日本の経営者は多いのではないだろうか'0．

内部者を重視する経営の道を歩むとしても，市場のメカニズムが機能しにくい人間の世界に

は，資本市場が経営者を規律付けると同様な役割を担うシステムの導入が不可欠となる．人か

ら甘えやしがらみを取り去ることができないとすると，人本主義は機能不全を起こす危険を包

含しているといわざるを得ない伊丹（2000）はこれを人本主義のオーバーランといい，それ

を避けるために，以下の三つのことを提案している'1．

①経済合理性を判断の基準にする．企業が経済体である以上きわめて大切である．経済合理

性を最終的には求める姿勢を弱めては成らない．

②経済合理性が多くの人に明らかになるように，業績などをきちんと計りかつ知らせる管理

会計システムが重要である．

③個性を発揮できるようにする． ヒトのしがらみとおもんぱかりに個人がつぶされてはなら

ない．

管理会計は内部者の行動と投資家から提供される資金を効果的に活かすことを目指すもので

あり，その重要性は伊丹（2000）が指摘するとおりである．それでは，内部者は何を目的に活

動するのであろうか．内部者は自己の報酬や名誉そしてやりがいを求めるとしても，それらが

達成されるのは,内部者が係わる顧客や取引先の価値を高めることによってではないだろうか．

それは， 自らが属する組織の持続的な成長無くして実現することはなく，顧客や取引先がもた

らしてくれるものが収益という価値の主たる源泉だからである． もちろん， ここでいう顧客は

職位によって異なってこよう．スタッフの職に就いているものは， ラインの職にある内部者が
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